
退職金規定
第１条（目的）

この規程は、社団法人全国日本学士会（以下「法人」という）就業規則第５５条の規定により、法人の正規の職員が退職した場合の退職金支給について定めたものである。
第２条（支給条件）

退職金は、試用期間が終了して、本会事務職員として正式に採用された日より、勤続満３ヵ年以上のものに対して支給する。ただし、勤続満３ヵ年未満のものが、退職するときは、寸志を支給することがある。
２．前項にかかわらず、次のものは支給されないものとする。

　（１）臨時に期間を定めて雇い入れたるもの

　（２）パートタイマー
　（３）嘱託職員
第３条（退職金の額）

退職金の額は、退職時の基本給に、別表に定める勤続期間に応じた支給率を乗じて得た金額とする。
２．前項の勤続期間の計算において、１ヵ年未満の端数は月割とし、１ヶ月未満の端数は１ヶ月とする。
第４条（退職金の減額）

次の事項に該当するものには、退職金の額を減額するか、または支給しないことがある。
1 あらかじめ、本会（総務主事または事務局長）の承認なくして、一方的に退職する者

2 完全に業務上の引継ぎを行わず退職する者

3 退職前後において、他の者を煽動して、内部秩序を著しく乱し、本会に不利益を与えた者

4 就業規則等に違反して退職する者

5 懲戒解雇を受けた者

　　
第５条（功労加算）

在職中に勤務成績が優秀であった者、および特に功労のあった者に対しては、退職時の基本給の１ヵ月分の範囲内で、会長または総務主事（事務局長）が適当と認める額を加えて支給することがある。
第６条（退職金の支払）

　退職金は、退職の日から１ヵ月以内に支給するものとする。ただし、本会の会計事情等、止むを得ない事情によって、支払不可能な場合には、本人との協議の上で、その支払を分割支払いとすることがある。
 eq \o\ad(付　　　　　則,　　　　　　　　)
１．本規程は、昭和５８年４月１日より実施する。

２．この規定を改正するときは、職員代表と協議の上で行うものとする。
３．この規則は平成２３年４月１日より改正施行する。

別表
	勤続期間
	支給率
	勤続期間
	支給率

	１年
	０
	１６年
	１４

	２
	０
	１７
	１５

	３
	１
	１８
	１６

	４
	２
	１９
	１７

	５
	３
	２０
	１８

	６
	４
	２１
	１９

	７
	５
	２２
	２０

	８
	６
	２３
	２１

	９
	７
	２４
	２２

	１０
	８
	２５
	２３

	１１
	９
	２５年を超えるときは、一年について
	１．０を加算する

	１２
	１０
	
	

	１３
	１１
	
	

	１４
	１２
	
	

	１５
	１３
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